
（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

　　現金預金 － － － 12,616,268
　　事業未収金 － － － 1,578,392
　　未収補助金 － － － 2,080,500
　　立替金 － － － 0
　　前払費用 － － － 593,272

16,868,432

　　土地
水俣市初野字宮前232番地
他5筆

－ 保育事業 － － 50,386,399

　　建物 園舎1棟、地域交流施設1棟 保育事業 169,145,716 59,811,690 109,334,026
159,720,425

　　建物 浄化槽他 保育事業 17,147,000 17,146,998 2
　　構築物 物置他 － 保育事業 15,285,426 5,599,061 9,686,365

　　車輌運搬具
トヨタ　ハイエースホンダ
Ｎ－ＢＯＸダイハツ　ハイ
ゼット

－ 保育事業 6,510,547 6,510,544 3

　　器具及び備品 ﾋﾟｱﾉ他 － 保育事業 30,493,316 26,923,649 3,569,667
　　ソフトウェア 給食管理ｿﾌﾄ他 － 保育事業 1,800,830 1,800,830 0
　　人件費積立資産 － － － 7,000,000
　　備品等購入積立資産 － － － 0
　　保育所施設・設備整
備積立資産

－ － － 3,800,000

24,056,037
183,776,462
200,644,894

　　事業未払金 － － － 3,000,895
　　１年以内返済予定設
備資金借入金

－ － － 0

　　預り金 － － － 0
　　職員預り金 － － － 1,455,973
　　賞与引当金 － － － 5,350,476

9,807,344

　　設備資金借入金 － － － 0
0

9,807,344
190,837,550

（記載上の留意事項）

・土地、建物が複数ある場合には、科目を拠点区分毎に分けて記載するものとする。

・同一の科目について控除対象財産に該当し得るものと、該当し得ないものが含まれる場合には、分けて記載するものとする。

・科目を分けて記載した場合は、小計欄を設けて、「貸借対照表価額」欄と一致させる。

・「使用目的等」欄には、社会福祉法第55条の2の規定に基づく社会福祉充実残額の算定に必要な控除対象財産の判定を行うため、各資産の使用目的を簡潔に記載

　する。

　なお、負債については、「使用目的等」欄の記載を要しない。

・「貸借対照表価額」欄は、「取得価額」欄と「減価償却累計額」欄の差額と同額になることに留意する。

・建物についてのみ「取得年度」欄を記載する。

・減価償却資産（有形固定資産に限る）については、「減価償却累計額」欄を記載する。なお、減価償却累計額には、減損損失累計額を含むものとする。

　また、ソフトウェアについては、取得価額から貸借対照表価額を控除して得た額を「減価償却累計額」欄に記載する。

・車輌運搬具の○○には会社名と車種を記載すること。車輌番号は任意記載とする。

・預金に関する口座番号は任意記載とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　負債合計
　　　　　　　　　　　　　　　　 差引純資産

　１　流動負債

　　　　　　　　　　　　　　　　流動負債合計
　２　固定負債

　　　　　　　　　　　　　　　　固定負債合計

　 (2)その他の固定資産

　　　　　　　　　　　　　　その他の固定資産合計
　　　　　　　　　　　　　　　　固定資産合計
　　　　　　　　　　　　　　　　　資産合計
Ⅱ　負債の部

　１　流動資産

　　　　　　　　　　　　　　　　流動資産合計
　２　固定資産
　 (1) 基本財産

　　　　　　　　　　　　　　　　基本財産合計

   1：法人会計
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Ⅰ　資産の部


